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※サステナビリティ経営方針の詳細は別紙をご参照ください。

業      種 建設業 / 生活用品販売業

以　上

札幌市西区発寒6条11丁目1-1 新道北口ビル3階

代表取締役　青山　央明

会  社  名

所　在　地

代  表  者

北洋銀行（取締役頭取 津山 博恒）と子会社の株式会社北海道共創パートナーズ（代表取締役社長

岩崎 俊一郎）は、お客さまのSDGs経営への取り組みを支援するため「SDGsコンサルティング」を提供して

います。今般、株式会社インプレッション様（北海道札幌市、代表取締役 青山 央明様）が本サポートを

利用し『サステナビリティ経営方針』を策定しましたので、下記のとおりお知らせいたします。

近年、社会的にSDGsへの取り組みに対する関心が高まっており、企業イメージの向上や新たな事業機

会の創出につながることから、多くの企業がSDGsへの取り組みを推進しています。

北洋銀行グループは今後も、北海道の地域金融機関として道内のSDGs促進・普及に貢献するために、

お客さまのSDGsへの取り組みを支援してまいります。

2026年2月5日

株式会社北洋銀行

記

株式会社インプレッション様の『SDGsコンサルティング』のご利用について

株式会社インプレッション

株式会社北海道共創パートナーズ



取組内容 主なステークホルダー重要課題（マテリアリティ）

【 環境 】

◼脱炭素に向けた社会変化

◼環境対応需要の拡大

◼自然災害の激甚化

◼自然保護への規制強化

◼循環経済の加速

【 社会 】

◼人口減少・少子高齢化

◼価値観・ライフスタイルの変化

◼世帯構造・社会構造の変化

◼働き方改革の進展

◼法改正による人材確保の難化

【 経済・ガバナンス 】

◼サプライチェーンの見直し

◼アフターコロナにおける産業構造の変化

◼消費者の情報収集経路及び嗜好の多様化

◼サイバー攻撃の増加

◼企業の社会的責任に対する重要性の高まり

事業に影響を与える環境変化

◼ 既存事業の拡大と新規事業の創出

私たちは、職員自らが楽しみ、夢を実現することを目指します。

過去を大切に新たな未来を創る挑戦を続けてまいります。
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顧客（発注者）

高品質施工の
提供

社員及び
その家族

働きやすさと
働きがいの両立

取引先
（元請・外注先）

強固な協力関係
の実現

地域社会

持続的な成長・
発展

環境

環境負荷の低減

グループの未来を支える
成長戦略

「ヒトとともに」挑む
業務プロセス最適化

人材戦略の深化

サステナブルで
未来を創る

強靭な組織基盤の構築

◼ 受注から施工までの一貫体制構築

◼ 円滑なコミュニケーションの実現

◼ 建設DXの推進

◼ 人材育成

◼ 採用強化

◼ 従業員の環境リテラシー向上

◼ CO2排出量の可視化

◼ マニュアル策定による業務平準化

◼ 労働災害の防止

-  経営ビジョン -

すべての人にとって
「エシカルな毎日」を

実現する

- 経営理念 -
「ヒトとともに」

明日をもっと楽しみたい。
そんな毎日の実現を。

サステナビリティ経営方針
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サステナビリティ経営への取り組み

私たちは、最新技術を積極的に取り入れ、一人当たりの生産性と業務効率化の向上を
進めることで、社員一人一人のワークライフバランスの充実を目指してまいります。

【マテリアリティに基づく取組内容とＫＰＩ】

私たちは、CO₂排出量削減に向けた取り組みと環境問題について知識の習得を進め、
環境にやさしい材料・エネルギーの導入・使用について検討してまいります。

【マテリアリティに基づく取組内容とＫＰＩ】

環境

私たちは、環境・社会に配慮した意思決定を行い、安心安全な組織基盤を確立することで、
持続可能な経営体制を築いてまいります。

【マテリアリティに基づく取組内容とＫＰＩ】

重要課題
（マテリアリティ）

取組内容 KPI
目標（到達点）

数値 時期

「ヒトとともに」挑む
業務プロセス最適化

受注から施工までの
一貫体制構築

受注から施工までの期間
5日間
短縮

2030
年度

円滑なコミュニケーション
の実現

情報共有ツールの導入
及び使用率

100%
2030
年度

建設DXの推進 業務DX化件数 3件
2026
年度

人材戦略の深化

人材育成

資格保有者数の増加

1級・2級建築施工管理技士
1級・2級建築士

3名
2030
年度

スキルアップ研修
開催件数

12件
2030
年度

採用強化
全事業における

営業職及び専門職採用

営業職
5名
・

専門職
3名

2030
年度

重要課題
（マテリアリティ）

取組内容 KPI
目標（到達点）

数値 時期

グループの未来を
支える成長戦略

既存事業の拡大と
新規事業の創出

売上高
2025年度比

150％
2030
年度

新規事業取り組み件数 4件
2030
年度

強靭な組織基盤の
構築

マニュアル策定による
業務平準化

マニュアル策定 ー
2030
年度

労働災害の防止
受注現場における
労災事故発生件数

ゼロ
2030
年度

重要課題
（マテリアリティ）

取組内容 KPI
目標（到達点）

数値 時期

サステナブルで
未来を創る

従業員の
環境リテラシー向上

環境保全に関する勉強会
実施数

年2件
2030
年度

CO₂排出量の可視化 CO₂排出量の算定 ―
2026
年度

社会

経済・ガバナンス

当社は国連が提唱する「持続可能な開発目標（SDGs）」に賛同し、持続可能な社会の実現に向けた積極的な取り組みを行ってまいります。
また、環境問題、労働負荷や人権問題など企業を取り巻く社会課題のうち、当社が将来にわたって事業活動を継続するために重要な課題をマテリアリティと定め、取組内容を設定しております。
マテリアリティに基づく取り組みの推進を通じて、経営のリスクを回避し、イノベーション創出の機会を捉えてまいります。
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4.3 2030年までに、すべての人々が男女
の区別なく、手頃な価格で質の高い技術教
育、職業教育及び大学を含む高等教育への
平等なアクセスを得られるようにする。

8.2 高付加価値セクターや労働集約型セク
ターに重点を置くことなどにより、多様化、
技術向上及びイノベーションを通じた高い
レベルの経済生産性を達成する。

8.8 移住労働者、特に女性の移住労働者や
不安定な雇用状態にある労働者など、すべ
ての労働者の権利を保護し、安全・安心な
労働環境を促進する。

9.1 すべての人々に安価で公平なアクセス
に重点を置いた経済発展と人間の福祉を支
援するために、地域・越境インフラを含む
質の高い、信頼でき、持続可能かつ強靱(レ
ジリエント)なインフラを開発する。
9.4 2030年までに、資源利用効率の向上
とクリーン技術及び環境に配慮した技術・
産業プロセスの導入拡大を通じたインフラ
改良や産業改善により、持続可能性を向上
させる。すべての国々は各国の能力に応じ
た取組を行う。

11.3 2030 年までに、包摂的かつ持続可能
な都市化を促進し、すべての国々の参加型、
包摂的かつ持続可能な人間居住計画・管理
の能力を強化する

12.5 2030 年までに、廃棄物の発生防止、
削減、再生利用及び再利用により、廃棄物
の発生を大幅に削減する。

17.16 すべての国々、特に開発途上国での
持続可能な開発目標の達成を支援すべく、
知識、専門的知見、技術及び資金源を動員、
共有するマルチステークホルダー・パート
ナーシップによって補完しつつ、持続可能
な開発のためのグローバル・パートナー
シップを強化する。
17.17 さまざまなパートナーシップの経験
や資源戦略を基にした、効果的な公的、官
民、市民社会のパートナーシップを奨励・
推進する。

4.7 2030年までに、持続可能な開発のための教育
及び持続可能なライフスタイル、人権、男女の平等、
平和及び非暴力的文化の推進、グローバル・シチズ
ンシップ、文化多様性と文化の持続可能な開発への
貢献の理解の教育を通して、全ての学習者が、持続
可能な開発を促進するために必要な知識及び技能を
習得できるようにする。

12.8 2030 年までに、人々があらゆる場所において、
持続可能な開発及び自然と調和したライフスタイル
に関する情報と意識を持つようにする。

13.3 気候変動の緩和、適応、影響軽減及び早期警
戒に関する教育、啓発、人的能力及び制度機能を改
善する。

3.9 2030年までに、有害化学物質、ならびに大
気、水質及び土壌の汚染による死亡及び疾病の件
数を大幅に減少させる。
→作業におけるリスク明確化等

4.4 2030年までに、技術的・職業的スキルなど、
雇用、働きがいのある人間らしい仕事及び起業に
必要な技能を備えた若者と成人の割合を大幅に増
加させる。

8.8 移住労働者、特に女性の移住労働者や不安
定な雇用状態にある労働者など、すべての労働者
の権利を保護し、安全・安心な労働環境を促進す
る。

9.1 すべての人々に安価で公平なアクセスに重
点を置いた経済発展と人間の福祉を支援するため
に、地域・越境インフラを含む質の高い、信頼で
き、持続可能かつ強靱(レジリエント)なインフラ
を開発する。
9.4 2030年までに、資源利用効率の向上とク
リーン技術及び環境に配慮した技術・産業プロセ
スの導入拡大を通じたインフラ改良や産業改善に
より、持続可能性を向上させる。すべての国々は
各国の能力に応じた取組を行う。

私たちは、最新技術を積極的
に取り入れ、省人化を図り、一
人当たりの生産性を上げるとと
もに、社員一人一人のワークラ
イフバランスの充実を目指しま
す。

私たちは、環境負荷の高い材
料やエネルギー資源について
知識を習得するとともに、安全
性も配慮しながら、環境にやさ
しい材料・エネルギーの導入・
使用について検討してまいりま
す。

私たちは、環境・
社会に配慮した意
思決定を行い、安
心安全な組織基
盤を確立すること
で、持続可能な経
営体制を築いてま
いります。
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